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[見学・お問い合わせ]
名古屋大学東山キャンパス 環境総合館4階 425室（プロジェクトルーム）
℡052-789-2772,  yamada.naofumi@b.mbox.nagoya-u.ac.jp  担当：山田尚史（博士前期1年）

[春]  4月：新メンバー歓迎会、ゼミスタート
6月：各種学会発表

[夏] 8月：夏の中間発表
8～9月：ゼミ合宿

[秋] 9～10月：各種学会発表
10月：土木系教室対抗ソフトボール大会

[冬] 12月：冬の中間発表、忘年会
2月：卒修論発表
3月：各種学会発表、追いコン

＜テーマ＞
人にも環境にもやさしい「sustainableでresilientな」社会を
支えうる交通・都市システムを実現する！
交通政策が地球環境や都市環境に及ぼす影響の評価手法
低炭素でかつ巨大災害に対応できる交通体系・都市構造
地域公共交通活性化・再生の方法論
地方創生を可能とする都市・地域経営のあり方
「臨床環境学」の創成
＜スタンス＞
固定観念にとらわれない新たなパラダイムを切り開き、
臆せず現場に出て、実際の世の中を変えることで、閉塞した社会状況を打破する！
「答えは現場にある。現場にしかない」徹底した実態把握によるオリジナルなデータの蓄積
深い分析・議論・思索を経た「学術的な知見の導出」と「実践的な方法論の開発」の両立

研究室の活動

イベントカレンダー

Think Globally! ：俯瞰的な視野 Act Locally! ：きめ細かな方法論
現場で認識する問題意識
異国へもためらいなく現地入り！
研究成果が実社会にすぐに活用されることも！
多様なスタッフ・学生間のコミュニケーション
週1回実施されるゼミでは、論文提出を控えている学
生が発表します。教員・研究員・学生が議論をぶつ
けあい、研究を着実に進めていきます。

国内外の学会での成果発表
土木学会、都市計画学会、環境科学会、環境共生学会、
日本LCA学会など各種学会で発表します（学生は義務で
す）。
国際シンポジウムの主催・運営
研究以外にも社会に出てから役立つ経験をする機会が
豊富にあります。

地域戦略研究室

朝日新聞2020
年8月2日朝刊
「先端人」に

加藤教授が掲載



 モビリティ革命を推進する新技術・サービスが低炭素性に与える影響を
網羅的に把握

 包括的な交通状況変化を考慮し、交通システムの低炭素性をライフサイ
クルで評価(LCA)する方法論を開発

 モビリティ革命の低炭素効果予測と、状況に応じて導入すべき技術、交
通・都市計画における留意点を掲示

COVID-19後
の交通活動変化
も踏まえて

WtoW
Well to Wheel
燃料の採掘から車輪走行に至
るまでのCO2 排出量を評価

Life Cycle Assessment
製造・使用・廃棄まですべての段階を通じて
環境にどのような影響を与えたのかを評価

LCA

CO2排出量(2050) 市街地維持費用
(2050)

QOL(2050)

南海トラフ巨大地震を想定した、三重県・松阪市・市街地における被害経年変化の解析結果

オール電化
オール電化建物にし、太陽光発電を運用

太陽光パネル

分散型（個別）
建物単位で個別に分散型電源を導入

燃料電池など（コジェネ）

分散型（面的）
街区単位で面的に分散型電源を導入

エネルギーセンター

電力・熱供給

高蔵寺ニュータウンの立地集約・導入シナリオとエネルギーセキュリティーシステムの一例

ニュータウン内の一部の集合住宅を撤去
建替を行うエリアに住民を集約
確保できた土地に医療施設と福祉施設を
誘致

医療・福祉施設の誘致

発災当日
（津波・地震）
死者空間分布

市街地維持費用(2010)QOL(2010) CO2排出量(2010)

名古屋市周辺都市・徳島県東部都市圏におけるTBLの解析結果

１．インフラ・土地利用戦略部門

7日後
(生活環境被害)

30日後
(生活環境被害)

発災当日（津波・地震）
死者空間分布

発災30日後
（生命健康被害）

２．気候変動適応・減災戦略部門

３．低炭素・非常時エネルギーセキュリティー戦略部門

新技術・サービス導入シナリオ設定

急激な人口減少や超高齢化が進行。さらに
気候変動、巨大自然災害、エネルギー危機が

都市・地域の持続可能性の脅威に

 都市空間構造変更の必要性を地域が納得でき、その変更のた
めの戦略を主体的に立案・実施するための統合評価システム
を開発

 平常時における、環境 /社会 /経済の Triple Bottom
Line(TBL)各側面に着目したSustainabilityを定量評価

 巨大自然災害発生時における、経済・財産・健康・生活被害
の低減・早期回復に着目したResilienceを定量評価

 2つを同時に、小地区単位で評価することで、都市のSDGs達
成のための施策検討を支援

 実都市へ適用し、転換戦略策定への反映手法を提案

 地域公共交通サービス革新の手法として「マーケティング」の方法論導入を試みる。
その普及推進のため、産学官が集う研究会を設立し、研修会を開催

地域公共交通は、人口減少・超高齢化社会において、
生活を支えるインフラとして重要性が増しているが、特に地方部では維持が困難

地域ニーズに合ったサービス提供ができていないのが一因

災害による長期不通など、交通・輸送システムの気候変動の影響が
増加・激甚化しているが、その評価・予測は未実施

 気候変動が日本の交通・輸送システムに及ぼす影響と、社会・経済への波及を整理し、全体
フローを掲示

 交通網の自然災害に対する脆弱性を、全国の区間単位(主要駅間・都市間)、地区単位(市区
町村)、輸送拠点単位で定量評価し、施策の実施優先度を試算

 低炭素化と気候変動適応を両立させるために交通・輸送システムをどう変えるか、方向性を
検討する方法論を構築

 実都市の交通計画変更を提言

地域公共交通事業への「マーケティング思考」の導入

中日新聞2020年7月12日朝刊「特報」より

交通・輸送システムへの「気候変動の影響評価」と適応策提案

100年に1度とも言われるモビリティ革命の進展
「脱炭素化に貢献する」と言われることがあるが、学術的根拠は薄弱

気候変動・自然災害激甚化・人口減少時代の「都市空間構造変更」戦略

モビリティ革命が「脱炭素化」を実現する条件の解明
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